
目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

制度の周知・啓発・相談を行い、市民の年金受給権を確保し、安心できる市民生活の維持を図る

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

国民年金事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

現状が最低の経費である

法定受託事務のため

26,000

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
市民の安心な生活の確保のため被保険者が年金受給資格を得られるように、日本年金
機構と連携して国民年金制度の周知と理解を深める

アウトソーシング可能

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

政策的意思決定を必要としないため

今後の取組み
日本年金機構との連携を密にして、被保険者資格取得などの届出の促進に努めるとと
もに保険料免除申請、給付などの適正な受理、報告を図る。また、年金制度の周知徹
底を図り、市民の身近な窓口としての機能拡充に努める

総事業費

総合評価

24,288

1,538

0

22,750 26,000

26,862

862

0 0

4.003.50

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 民生費 1 社会福祉費

説明

説明

26,819

819

0

4.00

26,862

862

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 3 国民年金費

事業経費

概算人件費

特定財源

4.00

26,000

26,862

862

事業費（千円） H30決算額

26,000

4.00

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 法定受託事務

実績

主体 直営 対象・受益者 市民

資格取得等・保険料免除申請・年金裁定請求の受付および年金相談や広報誌等による制度の周知

活動指標

指標名 年度



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 国保被保険者

地方税法・国民健康保険法に基づき国保税の納税通知書等を送付し、期限内納付や口座振替を推進し、国保税の自主納付を促進する。また滞納者には納税相談を促す。

活動指標

指標名 年度

960,850

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

3.00

19,500

1,287,433

1,267,933

事業費（千円） H３０決算額

19,500

3.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 国民健康保険事業費納付金

説明

1,567,025

1,547,525

1,158,848

3.00

1,287,433

1,267,933

今後の取組み
国保財政の安定化を図るうえで、税収入の確保は必要不可欠である。市民へ納税意識
を促すことに努め、また徴収対策として関係課との連携を密にし、滞納者対策を強化す
る。

総事業費

総合評価

1,744,384

1,724,884

1,227,408

19,500 19,500

1,287,433

1,267,933

960,850 960,850

3.003.00

19,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題

高齢化と産業構造の変化、無職者や非正規雇用者の国保加入、また新型コロナウィル
ス感染症の影響による収入減少に伴う減免申請等で、国保財源の骨幹である保険料
調定額の減少に繋がっている。さらには被保険者数の減少に反し、一人当たりの医療
費は増加傾向にあり、国保財政の安定が脅かされている状況となっている。

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

作業効率※一部アウトソーシング

人員と仕事量を考慮した結果、最低の経費

作業効率※一部アウトソーシング

保健福祉部

R３予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

適正な国民健康保険税（以下、「国保税」という。）の賦課及び徴収事務を行い、財政基盤の安定と費用負担の公平性を確保する。

国民健康保険税　賦課・徴収事務

R１決算額 R２予算額

事務事業名



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R３予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

未適用者の実態把握と届出勧奨の通知を行う。対象者については一般保険証から退職者医療制度に切り替える

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

国民健康保険　被保険者適用適正化事務

R１決算額 R２予算額

目標

事務事業名

事務量が少ないため

事務量に見合っている

6,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
この制度は平成26年度に廃止されており、これまでは遡及加入者がいたが、現在の下
妻市国保の被保険者では対象者はいない。転入によるものは想定されるが、ほぼ無い
に等しい。事業として掲げるほどの事務量ではないため、廃止する方向である。

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

一連の業務の中で行うため・事務量が少ない

今後の取組み
現時点では対象者はいないが、転入等により対象者を確認した場合にはその都度対処
する。

総事業費

総合評価

1,747,634

1,724,884

1,227,407

22,750 6,500

1,274,433

1,267,933

960,850 960,850

1.003.50

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 国民健康保険事業費納付金

説明

説明

1,554,025

1,547,525

1,158,848

1.00

1,274,433

1,267,933

960,850

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

1.00

6,500

1,274,433

1,267,933

事業費（千円） H３０決算額

6,500

1.00

総合計画の体系

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 国保被保険者

未適用者をなくすため、国保連合会等関係機関と連携し勧奨通知をし、適正な手続きがされるよう指導に努め、適用の適正化を図る。

活動指標

指標名 年度



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 外部委託 対象・受益者 国保被保険者

記載事項について、縦覧・横覧・突合点検・及び介護保険との突合等の点検を行い、請求に誤りがないか審査する

活動指標

指標名 年度

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 1 一般管理費

事業経費

概算人件費

特定財源

1.00

6,500

7,988

1,488

事業費（千円） H30決算額

6,500

1.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

1 総務費（国保） 1 総務管理費（国保）

説明

説明

7,877

1,377

0

1.00

7,988

1,488

今後の取組み 引き続きレセプト点検を実施し、医療費の適正化に努める

総事業費

総合評価

7,924

1,424

0

6,500 6,500

7,988

1,488

0 0

1.001.00

6,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題 財政効果を上げるため、点検作業をどう工夫していくかが課題である

アウトソーシング可能

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

点検業務は専門性が必要なため委託している

県内多くの市町村が国保連合会に委託しており、現在の方法が適当である

県内多くの市町村が国保連合会に委託している

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

医療機関に対して適正な診療・請求を促し、医療費の適正化を図る

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

レセプト内容点検事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

被保険者の健康を守り、医療費の確保を目指すと同時に、適切な保険給付を行う

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

国民健康保険 保険給付事務

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

健康増進対策等で、事業費削減の可能性がある

市が保険者であるため

19,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
被保険者数は減少傾向にあるが、高齢化の進展と医療の高度化により一人当りの給
付費は増加傾向にある

市が推進すべき

削減の余地あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が保険者であるため

今後の取組み
平成30年度からは県が財政運営の責任主体とはなったが、健康増進対策の強化等、
保健事業の推進を図りつつ、医療費抑制に努める。また、特定健診の受診率を向上さ
せることで疾病を早期発見し、医療費適正化の効果を期待する

総事業費

総合評価

3,301,407

3,281,907

3,266,734

19,500 19,500

3,334,820

3,315,320

3,290,741 3,290,741

3.003.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

2 保険給付費（国保）

説明

説明

3,098,418

3,078,918

3,065,094

3.00

3,334,820

3,315,320

3,290,741

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

3.00

19,500

3,334,820

3,315,320

事業費（千円） H30決算額

19,500

3.00

総合計画の体系

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 国保被保険者

療養給付費・療養費・高額療養費・移送費・高額介護合算療養費、及び出産育児一時金・葬祭費の支給事務

活動指標

指標名 年度



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

169

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（任意）

10

実績 8 2

主体 直営 対象・受益者 国保被保険者

2,170

高額療養費の支給を受けるまでの間、医療に要する資金を貸し付ける。貸付額は、高額療養費支給見込み額の10分の9とし、高額療養費の支給時に償還する。また、出産育児一時金の支給を受けるまでの間、出産に係る費用（出産育児一時金の9割）の貸し付けを行う。出産後、出産育児一時金支給時に貸付金を差引き清算する

活動指標

指標名

貸付金額 千円

年度

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

貸付件数 件貸付けた件数
目標 10

予算科目 1 出産育児一時金

事業経費

概算人件費

特定財源

1.00

6,500

18,500

12,000

事業費（千円） H30決算額

6,500

1.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

7,000

有効性

効率性 コストの削減

貸付件数は少なくなっている

制度上、変更の余地はない必要性

2 保険給付費（国保） 4 出産育児諸費

説明

説明

・高額療養費貸付（（自己負担分3
割ー自己負担限度額）×9割）
・出産費貸付（支給額×9割）

6,669

169

0

1.00

18,500

12,000

今後の取組み
高度医療化による医療費の高額化に対し、被保険者一部負担金の軽減策のひとつとし
ても、高額貸付については、今後も継続して実施していくが、出産貸付については現状
の実績により今後事業の廃止を予定している

総事業費

必要性は低くなっている

総合評価

8,670

2,170

0

6,500 6,500

18,500

12,000

0 0

1.001.00

6,500

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
H21.10から出産育児一時金を国保から医療機関へ支払う直接支払制度が開始され、
高額な出産費用を用意する必要がなくなったため、出産費貸付については、ここ数年貸
付実績がなく、事業の見直しが必要である

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果不十分

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

制度の運営上、市でしか出来ないため

被保険者の要望に対し、遂行できた

現状が最低の経費である

継続

貸付資金は高額療養費等で償還されるため、あまり効果はない

国保制度の運営上、市でしか出来ないため

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

医療費の支払いが困難な方に貸付を行うことで、必要とする医療を容易に受けられ、負担を軽減する

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

国民健康保険　高額療養費・出産費貸付業務

10

R1決算額 R2予算額

目標 7,000 7,000

事務事業名

現状維持



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

生活習慣病の重症化防止や健康意識の醸成

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

国民健康保険　保健事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

事業の大半は委託を併用している

データヘルス計画に沿って進め、毎年評価見直し

7,800

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
被保険者の生活習慣病が重篤とならないよう、保険者として医療機関への受診の勧奨
や保健指導への案内を行っているが、すべての方が意欲的に取組んでくれることが大
事であるが、現実は興味を持たない方も多く、アプローチの仕方が難しい

市が推進すべき

削減の余地なし

見直しの余地あり

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

専門性の高い事業については既に委託している

今後の取組み
被保険者の健康の保持、ひいては保険給付費の削減につながるため、保健センターの
保健師と共同して生活習慣病の重症化を予防できる事業を進めていく

総事業費

総合評価

14,964

7,164

6,761

7,800 7,800

18,045

10,245

9,845 9,845

1.201.20

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

5 保健事業費 2 保健事業費

説明

説明

17,160

9,360

8,980

1.20

18,045

10,245

9,845

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 1 疾病予防費

事業経費

概算人件費

特定財源

1.20

7,800

18,045

10,245

事業費（千円） H30決算額

7,800

1.20

総合計画の体系

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営と委託の併用 対象・受益者 国保被保険者

重症化リスクの高い被保険者に医療機関受診勧奨や保健指導の実施、市民向け健康教室の開催

活動指標

指標名 年度



目標 1 基本 2 分野 1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

国保特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営と委託の併用 対象・受益者 40歳以上国保被保険者

特定健診の企画や受診券の作成発送、健診検査業務の委託手続き、結果説明、受診勧奨を保健センターと共同で行う

活動指標

指標名 年度

15,500

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 1 特定健康診査等事業費

事業経費

概算人件費

特定財源

1.40

9,100

38,300

29,200

事業費（千円） H30決算額

9,100

1.40

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

5 保健事業費 1 特定健康診査等事業費

説明

説明

38,033

28,933

17,130

1.40

38,300

29,200

今後の取組み
データヘルス計画に基づき、特定健診未受診者に電話、葉書、通知により受診勧奨を
引き続き行う

総事業費

総合評価

40,164

31,064

15,965

9,100 9,100

38,300

29,200

15,500 15,500

1.401.40

9,100

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題 被保険者にいかに特定健診を受診してもらえるか、受診率の向上が課題

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

健診検査業務は専門性が必要なため委託している

市に来て健診を行うことができる業者は限られる

実施方法は他市町村と同様である

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 保健

保険年金課

保険年金係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

早期治療や生活習慣病の発症リスクが高い者に特定保健指導を行い、健康が維持できるようにする

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

国民健康保険　特定健康診査事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名



目標 1 基本 2 分野 2

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 医療福祉該当者

妊産婦、小児（０歳から高校生まで。ただし中学生・高校生は入院のみ）、母子・父子家庭の親子、重度心身障害者等を対象に医療費を助成する

活動指標

指標名 年度

131,413

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 5 医療福祉費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.50

16,250

325,250

309,000

事業費（千円） H30決算額

16,250

2.50

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 民生費 1 社会福祉費

説明

説明

296,914

280,664

123,913

2.50

324,962

308,712

今後の取組み
茨城県医療福祉対策要綱に基づき実施するものであるため、県の制度改正に従い実
施していく

総事業費

総合評価

302,461

289,461

124,515

13,000 16,250

325,250

309,000

135,000 135,000

2.502.00

16,250

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
医療福祉費支給制度は、県の補助事業として実施しているもので、県の補助要件の改
正があった場合には対応が必要となる。その際の経費は一般財源となる

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

行政上の専門知識を必要とするため

現状が最低の経費である

県の制度に基づき実施

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 医療

保険年金課

医療福祉係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

患者負担分を公費で助成することにより、受診を容易にし、併せて健康の保持と生活の安定を図る

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

医療福祉費支給制度（県の事業）

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名



目標 1 基本 2 分野 2

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 医療

保険年金課

医療福祉係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

県の事業に上乗せして市独自の助成事業を実施し、子育て家庭の経済的負担を軽減する

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

医療福祉費支給制度（市の事業：中学生・高校生外来の助成）

26,000

R1決算額 R2予算額

目標 25,000 12,000

事務事業名

現状が最低の経費である

継続

16,250

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
　県の事業（中学生・高校生の入院）を補完する形で実施しているが、実態として外来の
医療費の比率が多いため、市単独事業分の財政的負担が大きい

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

行政上の専門知識を必要とするため

今後の取組み 県の事業に合わせて子育て支援の一環として、今後も継続して実施していく

総事業費

必要性は高い

総合評価

33,684

20,684

0

13,000 16,250

44,350

28,100

0 0

2.502.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

13,000

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 民生費 1 社会福祉費

説明

説明

支給対象となった件数

46,499

30,249

0

2.50

43,271

27,021

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

助成金額 千円支給した金額
目標

予算科目 5 医療福祉費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.50

16,250

44,350

28,100

事業費（千円） H30決算額

16,250

2.50

総合計画の体系

15,940

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

18,000

実績 19,997 29,321

主体 直営 対象・受益者 中学生・高校生

11,353

中学生・高校生の外来に対し、保険適用分の一部負担金を助成する

活動指標

指標名

助成件数 件

年度



目標 1 基本 2 分野 2

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

22,449

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

18,000

実績 19,124 17,949

主体 直営 対象・受益者 妊産婦・未就学児

23,057

妊産婦・未就学児に対し、医療機関で支払った自己負担金を助成する

活動指標

指標名

助成件数 件

年度

0

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

助成金額 千円支給した金額
目標 16,000

予算科目 5 医療福祉費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.50

16,250

34,250

18,000

事業費（千円） H30決算額

16,250

2.50

平成30年度 令和元年度 令和２年度

20,000

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 民生費 1 社会福祉費

説明

説明

支給対象件数となった

34,199

17,949

0

2.50

35,830

19,580

今後の取組み 子育て支援の一環として、今後も実施していく

総事業費

必要性は高い

総合評価

32,124

19,124

0

13,000 16,250

34,250

18,000

0 0

2.502.00

16,250

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
妊産婦や乳幼児に対して医療費負担の緩和を目的として、子育て支援策の一環として
実施しているが、市独自の制度であるため、財政上の負担が課題である

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

行政上の専門知識を必要とするため

現状が最低の経費である

継続

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 医療

保険年金課

医療福祉係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

市独自で医療費自己負担分助成事業を実施し、子育て家庭の経済的負担を軽減する

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

医療福祉費支給制度（市の事業：自己負担分の助成）

R1決算額 R2予算額

目標 20,000 20,000

事務事業名



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

医療福祉係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

保険料徴収事務を適切に行い、財政基盤の安定と費用負担の公平性を確保する

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

後期高齢者医療保険料賦課徴収及び納付金納付事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

現状が最低の経費である

作業分担により効率がよいため

16,250

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
医療制度の安定した運営のため、2年ごとに保険料率や均等割額軽減特例の見直しが
行れるが、高齢化の進展に伴い、医療費は増加傾向のため、後期高齢者医療制度の
安定的な運用が懸念されている

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ済（一部）

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

電算処理が可能なため

今後の取組み
広域連合や関係各課と連携を図りながら保険料及び延滞金の適切な徴収に努め、後
期高齢者の医療の確保と広域連合の財政の安定化に取り組んでいく

総事業費

総合評価

289,512

276,512

276,516

13,000 16,250

356,250

340,000

340,000 340,000

2.502.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1 後期高齢者医療広域連合納付金

説明

説明

312,196

295,946

295,429

2.50

345,575

329,325

329,325

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 1 後期高齢者医療広域連合納付金

事業経費

概算人件費

特定財源

2.50

16,250

356,250

340,000

事業費（千円） H30決算額

16,250

2.50

総合計画の体系

後期特会

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 一部委託 対象・受益者 被保険者

保険料を広域連合に納付し、医療制度の安定的な運営を図る

活動指標

指標名 年度



目標 1 基本 2 分野 3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

保健福祉部

R3予定額 R4予定額

子育て、医療、社会福祉 健康づくり、医療 国保、後期高齢者医療、年金

保険年金課

医療福祉係

令和２年度　事務事業評価シート（令和元年度実績）

医療制度を円滑に運営するため、連携して被保険者の適切な保険給付を行う

実績

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

後期高齢者医療広域連合参画事業

R1決算額 R2予算額

目標

事務事業名

制度化されているため、規定通りの給付を行う

茨城県後期高齢者医療広域連合が保険者のため

16,250

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
高齢化の進展に伴い、後期高齢者数も医療給付費も年々増加しているため、医療給付
費をなど広域連合に支払う市の負担額が年々増加している

市が推進すべき

削減の余地なし

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

行政上の専門知識を必要とするため

今後の取組み
医療費の抑制と安定化を図るため、広域連合や関係各課と連携してより効果的な保健
事業に取り組む

総事業費

総合評価

580,751

567,751

66,900

13,000 16,250

591,650

575,400

65,000 65,000

2.502.00

平成30年度 令和元年度 令和２年度

有効性

効率性 コストの削減

必要性

3 民生費 1 社会福祉費

説明

説明

589,017

572,767

61,104

2.50

594,209

577,959

66,223

今後の必要性

従事職員等数

成果指標

指標名

目標

予算科目 6 後期高齢者医療費

事業経費

概算人件費

特定財源

2.50

16,250

591,650

575,400

事業費（千円） H30決算額

16,250

2.50

総合計画の体系

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

実績

主体 直営 対象・受益者 被保険者

各種給付等申請に係る受付事務・各種負担金等支払事務

活動指標

指標名 年度


